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１．令和7年度 健康経営優良法人認定事務局の

活動報告
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令和7年度 コンサルティング自己宣言制度の受付開始
健康経営コンサルティング企業の質の向上を⽬的とし、⾃らがサービス品質を担保することを⾃⼰宣
⾔する健康経営コンサルティング⾃⼰宣⾔制度2025の申請が3/17から開始。

令和7年7月現在 43社 の健康経営コンサルティング企業が⾃⼰宣⾔済み。

健康経営コンサルティング自己宣言
ロゴマーク令和7年度

＜健康経営コンサルティング自己宣言ガイドライン_2025＞
前年度からの変更点

• 健康経営コンサルティング⾃⼰宣⾔2025より、宣言法人が
最新の健康経営優良法人認定を取得していることを要件と
して追加。

＜お知らせ＞

• 健康経営コンサルティング ⾃⼰宣⾔制度申請事業者は、年度ロゴマークの
利用申請の際に、⾃⼰宣⾔書の内容に相違がないこと、または⾃⼰宣⾔書
を再提出する。

• 「ACTION！健康経営」で年度ロゴマークのご案内について健康経営優良
法人認定事務局より告知。

※健康経営コンサルティング自己宣言2025リストを「ACTION！健康経営」で公開中！



Action!セミナー 「健康経営が拡げる組織と人の未来」
2025年大阪・関西万博のテーマウィークイベントとしてACTION！セミナーを開催。健康経営の理念や国内での広がりや新たなヘルスケア
サービスや海外展開の動向や組織の価値向上、持続的成長に向けた実践例を交えて、健康経営の現在地と未来を発信。

当日オンライン視聴数：1,523

Action!セミナー 「健康経営が拡げる組織
と人の未来」のアーカイブ動画を「Action！
健康経営」でも
公開中！

【プログラム】

基調講演「健康経営とは」
健康経営研究会 理事長 岡田 邦夫氏

セッション「健康経営とワーク・エンゲイジメント」
慶應義塾大学 総合政策学部 教授 島津 明人氏

事例紹介「健康経営がもたらす効果」
クボタ ＨＲ本部 健康経営推進部 部長 亀田 幸一郎氏
不二熱学サービス 代表取締役社長 近藤 康之氏

セッション「日本で広がる健康経営顕彰制度」
健康経営優良法人認定事務局

プレゼンテーション「健康経営のもう一つの価値 ヘルスケア産業の息吹」
株式会社エムティーアイ 常務執行役員 コーポレート・サポート本部 本部長 日根 麻綾 氏
株式会社タニタ 代表取締役社長 谷田 千里 氏
Biodata Bank株式会社 代表取締役 安才 武志 氏
モデレーター 榎戸 教子氏

対談「世界に広がる健康経営」
社会的健康戦略研究所 代表理事 浅野 健一郎氏
経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課 課長補佐 山崎 牧子氏

セッション「日本が⽬指す健康経営の未来」
経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課長 橋本 泰輔氏
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２．令和7年度 申請認定に関するご報告



（１）改訂のポイント 健康経営優良法人認定に関する今年度の改訂ポイント

7

改訂ポイント 概要 区分

申請単位の変更

多様な法人・組織体に対応する健康経営
優良法人認定制度のあり方

• ⾃治体について、首長部局と教育委員会などの指揮命令系統が異なる各種委員会単位からの申請を認める
大規模
中小規模

認定要件の変更

①ステークホルダー全体に対する健康経営
のあり方

• 国内外含めたグループ会社への健康経営推進方針の浸透状況を確認する設問を新設
（旧設問を統合、ホワイト500認定要件）

• 取引先・他社への健康経営の支援に関する設問を改訂（ホワイト500認定要件）
• 地域・社会に対する健康経営の普及について、アンケート（配点なし）として現状を把握できるよう設問を追加

大規模

②
認
定
要
件
変
更

メンタルヘルスに関する
認定要件項目名変更

• メンタルヘルスの取り組みが従業員⾃身の能力発揮につながることも踏まえ、「心の健康保持・増進に関する取り組み」と
して、認定要件の項⽬名を変更

大規模
中小規模

就業者の質的変化を
踏まえた認定要件の項目追加

• 就業者における性差・年代が変化する中で、女性や高齢従業員が働きやすい職場づくりを進めることの重要性が高まっ
ている現状を踏まえ、認定要件の小項⽬「健康経営の実践づくりに向けた土台づくり」の評価項⽬を見直し、女性の健
康への対策と高齢従業員への対策を「性差・年代を踏まえた職場づくり」として、評価項⽬に追加

大規模
中小規模

健保組合等保険者との連携に
関する必須要件の変更

• 保険者への40歳以上の従業員の健診データ提供を誓約事項に移動し、40歳未満の従業員の健診データ提供を必
須要件に変更

大規模

「育児・介護と仕事の両立支援」を
認定要件に追加

• 昨年度、中小規模法人部門申請書のアンケート項⽬であった、「育児・介護と仕事の両立支援」を認定要件の選択項
⽬に追加

中小規模

③認定要件数の変更

• 大規模法人部門の認定に必要な選択要件数について、「高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み」の追
加に伴い、を16項⽬中13項⽬から17項⽬中14項⽬に変更

• 中小規模法人部門の認定に必要な選択要件数について、「高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み」・
「育児・介護と仕事の両立支援」の追加に伴い、15項⽬中7項⽬から17項⽬中8項⽬に変更

大規模
中小規模
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改訂ポイント 概要 区分

調査票・申請書の個別設問の主な改訂内容

①健康経営推進方針と目標、
ＫＧＩ、ＫＰＩの定義の整理

• 昨年度、健康経営優良法人認定事務局編として改訂した健康経営ガイドブックに基づき、同ガイドブックで定義した健康経営推進
方針と⽬標、KGI、KPIの整理に沿い、設問と選択肢を改訂

• 企業全体の⽬標・KGIへの検証に対し、誰が関与しているかが重要であるという観点から、設問を追加。併せて、具体的に何を改
善したかを確認できるよう修正

大規模

②健康経営の理解促進に関する取組
• 経営トップ⾃らによる理解促進に関し、健康経営の推進方針やKGI、KPIの進捗など、どのような内容まで経営トップ⾃らが発信して
いるかを具体的に確認できるよう選択肢を修正（ホワイト500認定要件、中小はブライト500設問に追加）

大規模
中小規模

③経営レベルの会議での
健康経営の議題化

• 取締役会での決議事項が企業により異なることなどを踏まえ、健康経営の推進方針を議論している会議体を確認する設問を追記
し、そのうえで、具体的な決定事項、報告事項を確認

大規模

④組織全体に影響する効果検証
• 健康経営ガイドブックにおいて企業の健康風土醸成に関する内容を記載したことを踏まえ、組織全体に影響する効果検証として設
問を新設（中小はブライト500設問に追加）

大規模
中小規模

⑤管理職、従業員への教育
（性差や年齢に配慮した職場づくり）

• 認定要件の評価項⽬「性差・年齢に配慮した職場づくり」の新設と併せ、管理職・従業員への教育内容として、性差や年齢に配慮
した職場づくりに関連する選択肢を追加

• 女性の健康に関する教育内容については、内容を確認できるよう修正
大規模

⑥ＰＨＲを活用できる環境整備 • PHR集計データの活用方法を問う設問に修正 大規模

⑦仕事と介護の両立支援
• 令和6年5月に改正された育児・介護休業法を踏まえ、選択肢を修正
• また、介護に関する制度の利用状況を確認する設問を追加

大規模
中小規模

⑧仕事と治療の両立支援 • 厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」を踏まえ、選択肢を修正
大規模
中小規模

⑨プレコンセプションケアの
認知と取組状況

• プレコンセプションケアについての説明として、企業において取組む意義を追加し、具体的に企業で実施している取り組み内容を確認
できるようアンケート設問・選択肢を修正

• 中小規模法人については、認知を問うアンケートを新設

大規模
中小規模

⑩多様な働き方をする労働者への
健康経営の広がり

• 個人事業者等に対する健康経営の在り方を検討するため、個人事業者等に対する健康支援の状況を問うアンケートを新設
大規模
中小規模

健康経営優良法人認定に関する今年度の改訂ポイント
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多様な企業・組織体に対応する健康経営優良法人認定制度のあり方（申請単位の変更）

⾃治体について、首長部局と指揮命令系統が異なる教育委員会などの各種委員会単位からの申請を認める。
健康経営度調査の申請区分に、地方公共団体向け特例の記載を追加。

健康経営優良法人認定制度の申請区分への追記案

大規模

中小規模



（参考）地方公務員の健康経営
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認定自治体数は前年度の２倍に増加

出所：新潟県庁HP、浜松市役所HP

健康経営優良法人2025大規模法人部門
※18自治体（前年度から9自治体増加）

• 苫小牧市役所（北海道）
• 北見市役所（北海道）
• 亘理町役場（宮城県）
• 上山市役所（山形県）
• みどり市役所（群馬県）
• 墨田区役所（東京都）
• 小田原市役所（神奈川県）
• 鎌倉市役所（神奈川県）
• 藤沢市役所（神奈川県）

• 新潟県庁（新潟県）
• 駒ヶ根市役所（長野県）
• 須坂市役所（群馬県）
• 浜松市役所（静岡県）
• 大府市役所（愛知県）
• 小牧市役所（愛知県）
• 枚方市役所（大阪府）
• 田原本町役場（奈良県）
• 北広島町役場（広島県）

認定を取得する⾃治体は年々増加。健康経営を推進する立場として、取得を
⽬指すだけでなく一組織として 職員の健康づくり、生産性向上を⽬指している。



（参考）国家公務員の健康経営
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３多様なワークスタイル・ライフスタイル実現とWell-beingの土台となる環境整備

(1)時代に即した働き方の推進等
ライフスタイルや働き方に対する価値観が多様化する現在、多様な人材をいかし、その能力を最大限に発揮
できる勤務環境の整備が求められている。公務においても、個々の職員の事情を尊重した柔軟な働き方や、
職員の健康確保、⾃⼰実現につながる人事制度の整備を推進することが必要である。
そのような人事制度は、職員がやりがいを持って生き生きと働くことができる環境づくりや、ひいては、働く場とし
ての公務職場の魅力の向上にもつながる。

(3)職員のWell-beingの土台づくりのための取組
一人一人の職員が生き生きと働き、その能力を最大限に発揮できるよう、Well-beingの土台となる職場環境

を整備していくことは、公務職場の魅力の向上にもつながるものであり、引き続き急務である。このため、本院は、
以下のとおり超過勤務の縮減を進めるとともに、ハラスメントのない職場の実現や職員の健康増進に向けた取
組を進める。

令和6年8月に出された人事院勧告において、国家公務員の健康増進の取組の重要性が認識されている。

別紙第１ 公務員人事管理に関する報告



（参考）警察庁の施策を示す通達
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出所：令和7年3月31日付け「総合的な福利厚生施策の推進について（通達）」を受け発出した令和7年3月31日付け「環境等の変化・多様化や組織の課題を踏まえた健康管理対策及び安全管理対策の推進について（通達）」より

第１ 健康安全管理対策の基本的考え方

警察職員（以下「職員」という。）の健康安全管理対策においては、職員が⾃主的・⾃発的に⾃らの健康の保
持増進に取り組むために必要な知識や情報を提供するとともに、職員⾃身では解消できない職場の疾病憎悪要因
やストレス要因、公務災害発生リスク等を組織的な取組により除去・低減し、職場環境を改善することが重要である。

また、健康障害や公務災害を防止する観点にとどまらず、職員の心身の健康は組織の財産であり、職員の健康の
保持増進のための積極的な取組は職員の活力の向上や組織の活性化をもたらし、精強な警察力の維持向上に資
するとの認識の下、民間企業等の健康経営（従業員の健康管理を経営的視点から捉え戦略的に実践すること）
の取組も参考として、継続的かつ計画的に健康安全管理対策を推進することが必要である。

なお、各種取組の検討に当たっては、これまでの関連施策の効果を検証するとともに、組織の人的構成や⾃然・社
会環境の変化、警察業務の多様化等を踏まえて現に各機関が抱える健康や安全に関する課題を把握した上で、
その改善に向け、科学的知見を踏まえた効果的な取組となるよう図られたい。

令和7年3月に警察庁より都道府県警察に出された厚生担当参事官名の通達において、「職員の心身の健康は組織の財産
である」との認識のもと健康経営の重要性について言及されている。

環境等の変化・多様化や組織の課題を踏まえた健康管理対策及び安全管理対策の推進について（通達）



13

ステークホルダー全体に対する健康経営のあり方（ホワイト500認定要件の変更）

ホワイト500の認定要件として、新Q20（国内外グループ会社への健康経営の浸透）、新Q21（取引先・他社への健康経営
支援）両方の設問を要件（and条件）とする。具体的な設問案は次頁以降に記載。

R6年度までの健康経営度調査で確認していた事項 目指すべきステークホルダー全体に対する健康経営のあり方と
健康経営優良法人認定企業に求める事項

Q21 or Q22

⾃社が取引先に対して、健康経営の実施を推奨・把握、あるいは、支援しているかを

ホワイト500の認定要件としてきた。

ホワイト500認定要件

自社
取引先

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
展開

家族

Q23（配点なし）

Q62

（配点あり）

新Q21

ホワイト500認定要件

自社

国内外
グループ
会社※１

取引先・
同業

他社※2
家族

Q60

（改訂なし）

新Q20

※1国内外グループ会社は、⾃社と資本関係のある会社を指す。

※2取引先・同業他社とは、発注先、調達先、販売代理店等を指す。

顧客は該当しない。

地
域
・
社
会

（
ア
ン
ケ
ー
ト
設
問
・
配
点
な
し
）

and

大規模
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新Q20｜グローバル含めたグループ会社への健康経営推進方針の浸透

グローバル含めグループとしての健康経営の推進方針、及び適用範囲を確認し、健康経営推進方針の浸透のために、
どのような取り組みを実施しているかを確認する設問を新設。

新Q20．新設案

グローバル含め
グループにおける健康経営の推進方針

の確認

グループの健康経営推進方針を
適用している範囲を確認

グループの健康経営推進方針の
浸透のための

取り組み内容を確認

大規模
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新Q21｜サプライチェーンにおける取引先・他社への健康経営の支援

資料提供や意見交換にとどまらず、実際に取引先や他社に対し、健康経営を支援する中で具体的に実施している内容を確認
できるよう選択肢を修正。

新Q21．改訂案

具体的な支援内容や提供しているノウハウが
確認できるよう選択肢を修正

大規模
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アンケート｜地域・社会に対する健康経営の普及

地域住民の健康づくりも含め、地域の企業の健康経営の実践につながる活動として何を実施しているかを確認する設問を
アンケートに追加。

Q82．新設アンケート案

大規模
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参考）地域・社会に対する健康経営の普及事例

内閣府沖縄総合事務局は、⾃社内の取組だけにとどまらず、県民向けの健康増進に資する活動などに取り組む企業をサポート
している。そのほか、学生向けの授業の一環として、⾃社の取り組みを学生に紹介し、意見交換する事例などが出てきている。

おきなわ健康経営プラス１プロジェクト アクサ生命‐日本航空/菊池自動車学校
成城大学経済学部生への講義

出所：おきなわ健康経営プラス１プロジェクト事務局「おきなわ健康経営プラス１プロジェクト取組事例集」より引用

出所：アクサ生命 人生100年の歩き方

https://www.axa.co.jp/100-year-life/business/hpm-report4/、

菊池⾃動車学校 https://www.k-ds.net/kikuchi_event/qJuVUNU2より引用

• 成城大学経済学部では、「健康経営」をテーマとする「経営学特殊講義A（柴田喜幸先

生）」を全15回にわたって開講。（アクサ生命が講義に協力）実際に健康経営に取り組む企

業からの講義と意見交換を実施。

日本航空 菊池自動車学校

https://www.axa.co.jp/100-year-life/business/hpm-report4/
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認定要件｜評価項目「メンタルヘルス不調者への対応」の変更

メンタルヘルス不調者への対応については、メンタルヘルスという⾔葉⾃体がネガティブな印象を与えるとの意見も踏まえ、
評価項⽬名を「心の健康保持・増進に関する取り組み」に変更する。

中小規模 認定要件該当箇所変更案大規模 認定要件該当箇所変更案

大規模

中小規模
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参考）心の健康保持・増進に関する取り組み 改訂案

評価項⽬名の変更に併せ、設問・選択肢を修正。

中小規模Q28．改訂案大規模Q58．改訂案



20

認定要件｜評価項目新設「高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み」

就業者における性差・年代が変化する中で、女性や高齢従業員が働きやすい職場づくりを進めることの重要性が高まっている現
状を踏まえ、認定要件の小項⽬「健康経営の実践づくりに向けた土台づくり」の評価項⽬を見直し、女性の健康への対策と高齢
従業員への対策を「性差・年代を踏まえた職場づくり」として、評価項⽬に追加。

大規模 認定要件該当箇所変更案

大規模

中小規模

中小規模 認定要件該当箇所変更案
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参考）高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み 改訂案

厚生労働省「エイジフレンドリーガイドライン」等を踏まえ、設問・選択肢を修正。

中小規模Q22．改訂案大規模Q50．改訂案
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認定要件｜「健保組合等保険者との連携」評価設問の変更（必須要件）

昨年度は、保険者との連携は、Q30(a)40歳以上の従業員の健診データ提供、Q31健康経営推進に関する保険者との協議・
連携から評価していたが、Q30(a)は、9割以上の法人がデータを提供しており、当該設問を削除し、誓約事項に追加。
また、Q30(b)（R7年度Q28）40歳未満の従業員に関する健診データ提供を必須要件とする。

健康経営優良法人2025（大規模法人部門）
認定要件・該当設問

健康経営優良法人2026（大規模法人部門）
認定要件・該当設問 案 ※修正箇所赤字

R6年度回答結果 Q30(a) 40歳以上の健診データの提供（1つだけ） R6年度回答結果 Q30(b) 40歳未満の健診データの提供（1つだけ）

出所：経済産業省 第1回健康経営推進検討会事務局資料② より引用

データ提供をしていない、
またはデータ提供につい
て保険者に意思表示を

していないを
不認定とする

大規模
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令和7年度認定要件（案）
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健康経営銘柄2026選定基準及び健康経営優良法人2026（大規模法人部門）認定要件（案）※赤字修正

大項目 中項目 小項目 評価項目
認定要件

銘柄・ホワイト500 大規模

１．経営理念
(経営者の自覚)

健康経営の戦略、社内外への情報開示
健康宣⾔の社内外への発信（アニュアルレポートや統合報告書等での発信） 必須

従業員パフォーマンス指標及び測定方法の開示 必須 －

自社従業員を超えた健康増進への取組 ①トップランナーとして健康経営の普及に取り組んでいること 必須※回答結果公表追加 左記①～⑰のうち14項目以上

２．組織体制

経営層の体制
健康づくり責任者が役員以上 必須

健康経営推進に関する経営レベルの会議での議題・頻度 必須 ー

実施体制 産業医・保健師の関与
必須

健保組合等保険者との連携 健保組合等保険者との協議・連携

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康
課題の把握と

必要な対策の検討

健康課題に基づいた具体的な⽬標の設定 健康経営の具体的な推進計画 必須

健診・検診等の活用・推進

②定期健診受診率（受診率100％）

左記②～⑰の
うち14項目以上

左記①～⑰の
うち14項目以上

③受診勧奨の取り組み

④50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

健康経営の実践に
向けた土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ⑤管理職又は従業員に対する教育機会の設定※「従業員の健康保持・増進やメンタルヘルスに関する教育」については参加率（実施率）を測っていること

ワークライフバランスの推進 ⑥適切な働き方実現及び育児・介護の両立支援の取り組み

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

仕事と治療の両立支援 ⑧私病等に関する復職・両立支援の取り組み(⑮以外)

性差・年齢に配慮した職場づくり
⑨女性の健康保持・増進に向けた取り組み

新設⑩：高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み

従業員の心と身体の
健康づくりに関する
具体的対策

保健指導 ⑪保健指導の実施及び特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み※「生活習慣病予備群者への特定保健指導以外の保健指導」については参加率（実施率）を測っていること

具体的な健康保持・増進施策

⑫食生活の改善に向けた取り組み

⑬運動機会の増進に向けた取り組み

⑭長時間労働者への対応に関する取り組み

⑮心の健康保持・増進に関する取り組み

感染症予防対策 ⑯感染症予防に関する取組

喫煙対策
⑰喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 健康経営の推進に関する効果検証 健康経営の実施についての効果検証 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）※誓約事項参照 定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェック を実施していること、労働基準法または労働安全衛生法に係る違反により 送検されていないこと、等 必須
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健康経営優良法人2026（中小規模法人部門）認定要件（案）※赤字修正

大項目 中項目 小項目 評価項目
認定要件

小規模法人特例 中小規模法人部門

１．経営理念・方針 健康宣⾔の社内外への発信及び経営者⾃身の健診受診 必須

２．組織体制
健康づくり担当者の設置 必須

(求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供 必須

３
．
制
度
・
施
策
実
行

（1）従業員の
健康課題の把握と必要

な対策の検討

健康課題に基づいた
具体的な⽬標の設定

健康経営の具体的な推進計画
健康経営の具体
的な推進計画～
左記③のうち
2項⽬以上

必須

健康課題の把握

①定期健診受診率(実質100％)

左記①～③のうち
2項⽬以上 ブ

ラ
イ
ト
５
０
０
・
ネ
ク
ス
ト
ブ
ラ
イ
ト
1

０
０
０
は

左
記
①~

⑰
の
う
ち
16

項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

（2）健康経営の実践
に向けた
土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ④管理職または従業員に対する教育機会の設定

左記④～⑩
のうち

2項⽬以上

左記④～⑩
のうち

2項⽬以上

ワークライフバランスの推進
⑤適切な働き方実現に向けた取り組み

⑥育児または介護と就業の両立支援に向けた取り組み

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

仕事と治療の両立支援 ⑧私病等に関する復職・両立支援の取り組み(⑮以外)

性差・年齢に配慮した職場づくり
⑨女性の健康保持・増進に向けた取り組み

⑩高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取り組み

（3）従業員の心と身体
の健康づくりに関する具

体的対策

具体的な健康保持・増進施策

⑪保健指導の実施または特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

左記⑪~⑰
のうち

2項⽬以上

左記⑪~⑰
のうち

４項⽬以上

⑫食生活の改善に向けた取り組み

⑬運動機会の増進に向けた取り組み

⑭長時間労働者への対応に関する取り組み

⑮心の健康保持・増進に関する取り組み

感染症予防対策 ⑯感染症予防に関する取り組み

喫煙対策

⑰喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 健康経営の取り組みに対する評価・改善 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）※誓約書参照
定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェックを実施していること、労働基準法または労働安全
衛生法に係る違反により送検されていないこと、等 必須
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調査票・申請書の個別設問の主な改訂内容
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①健康経営推進方針と目標、KGIの定義の整理

昨年度、健康経営優良法人認定事務局編として改訂した健康経営ガイドブックに基づき、
同ガイドブックで定義した健康経営推進方針と⽬標、KGI、KPIの整理に沿い、設問と選択肢を改訂。

Q17SQ1．改訂案健康経営の推進方針、目標、KGI、KPIの定義

定義

経営方針 ―

健康経営の
推進方針

企業のビジョンや理念の実現に向け、
健康経営を通じて何を実現するかの

方針を示したもの

目標 方針実現のために達成する目標

KGI
目標の達成状況を確認する指標、

達成目標年限

KPI 施策の進捗や効果を可視化する指標

連動

出所：ACTION！健康経営 健康経営ガイドブック健康経営優良法人認定事務局編 より引用

大規模
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①目標、KGIに対する評価・改善

企業全体の⽬標・KGIへの検証に対し、誰が関与しているかが重要であるという観点から、SQを新規で追加。
併せて、具体的に何を改善したかを確認できるようSQを修正。

Q73. 改訂案

大規模
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①目標、KGIに対する評価・改善

中小規模法人部門においても、健康経営ガイドブックで定義した健康経営推進方針と⽬標、KGI設定に対する経営層の関与と
その具体的な内容を問う選択肢とSQを追加。本設問は、ホワイト500の認定要件、ブライト500の設問とする。

中小規模Q36. 改訂案

中小規模
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参考）健康経営の推進方針、目標、KGIの定義及び例示

健康経営ガイドブックでは、下記のように健康経営の推進方針、⽬標、KGIを定義した。

定義 例：製造業 例：運輸業

経営方針 ―
優れた製品・サービスを通じて、
快適な生活環境を実現する

安全にお客様を輸送する

健康経営の
推進方針

企業のビジョンや理念の実現に向け、
健康経営を通じて何を実現するかの

方針を示したもの

高品質・高付加価値の製品・サービス提供のために、
担い手となる従業員⾃身が健康であり、
健康な従業員一人ひとりが安心して

個々の能力を最大限発揮しやすい職場環境を
構築する

心身ともに健康な従業員による運行の実現

目標 方針実現のために達成する目標
• 心理的安全性が担保された職場環境づくり
• 個々従業員の心身の健康保持
• 従業員のパフォーマンスの最大化

• 健康に起因する事故発生ゼロ

KGI
目標の達成状況を確認する指標、

達成目標年限

• 2027年度に下記を達成する
• 職場の心理的安全性尺度＋10%

（2024年度比）
• 特定保健指導対象者比率－10%

（2024年度比）
• ワーク・エンゲイジメントスコア＋10%

（2024年度比）

• 202X年度の睡眠で休養が取れている
従業員比率を●％とする

連動
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②健康経営の理解促進に関する取り組み

経営トップ⾃らによる促進に関し、健康経営の推進方針やKGI、KPIの進捗など、どのような内容まで経営トップ⾃らが発信してい
るかを具体的に確認できるよう選択肢を修正。本設問は、ホワイト500の認定要件、ブライト500の設問とする。

大規模Q17SQ4．改訂案 中小規模Q37．改訂案

大規模

中小規模
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③経営レベルの会議での健康経営の議題化

取締役会での決議事項が企業により異なることなどを踏まえ、健康経営の推進方針を議論している会議体を確認する設問を追
記し、そのうえで、具体的な決定事項、報告事項を確認する。

R6年度Q25/Q25SQ1 Q23．改訂案

大規模
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④組織全体に影響する効果検証

健康経営ガイドブックにおいて企業の健康風土醸成に関する内容を記載したことを踏まえ、組織全体に影響する効果検証として
設問を新設。中小規模法人部門においては、ブライト500設問に追加。

大規模Q72．新設案 中小規模Q39．新設案

大規模

中小規模
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再掲）企業の健康風土の定義

企業が実施する健康づくりを「投資」として捉え、健康投資の効果として発現する企業の健康風土を、
健康に関する共通の考え方や行動様式を生み出す、その企業独特の環境として定義。

健康投資の効果の発現

無形資本の形成・蓄積

健康投資

人的資本の形成・蓄積

企業価値
への波及

社会的価値
への波及

社会関係資本の形成・蓄積

健
康
経
営
の
目
標
の
達
成

ﾍﾙｽﾘﾃﾗｼｰ

心理的安全性 信頼

再投資

有形資本(社内システム等)

ﾈｯﾄﾜｰｸ

企業の健康風土

健康

取組状況
意識・

行動変容
健康

アウトカム

資本の形成・蓄積

●企業の健康風土とは、
「健康に関する共通の考え方や行動様式を生み出す、その企業独特の環境」

本ガイドブックでの定義は下記のとおり。
●人的資本は、
個人のスキル、能力（教育及び暗黙知を含む）、健康状態、従業員の仕事に
対する心理的な状態
●社会関係資本は、
従業員間や組織内の相互の信頼やネットワーク、心理的安全性が高い関係性

出所：ACTION！健康経営 健康経営ガイドブック健康経営優良法人認定事務局編 より引用
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⑤管理職・従業員への教育（性差や年齢に配慮した職場づくり）

認定要件の評価項⽬「性差・年齢に配慮した職場づくり」の新設と併せ、管理職・従業員への教育内容として、
性差や年齢に配慮した職場づくりに関連する選択肢を追加。

Q38．改訂案 管理職への教育 Q39．改訂案 従業員への教育

大規模
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⑤従業員への教育（性差や年齢に配慮した職場づくり）

女性の健康課題に関する教育として、どのような内容に取り組まれているかが確認できるようSQを新設。

Q48．改訂案

女性の健康に関する教育として、
どのような内容についての教育が

行われているかを確認できるよう追記

大規模
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⑥従業員がPHRを活用できる環境整備

集計データの活用方法について、健康経営に取り組む企業が集計データをどのように活用しているかを問う設問に修正。
また、Q40SQ2を評価対象とする。

Q40．改訂案

大規模
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⑦仕事と介護の両立支援

令和6年5月に改正された育児・介護休業法を踏まえ、選択肢を修正。
また、介護に関する制度の利用状況を確認する設問を追加。

大規模Q44．/Q45．改訂案

大規模
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⑦仕事と介護の両立支援

中小規模法人部門においては、昨年度アンケートで問うていた設問を基に令和6年5月に改正された育児・介護休業法を踏まえ、
選択肢を修正。

中小規模Q18．改訂案

中小規模
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参考）企業による社員の仕事と介護の両立支援に向けた実務的支援ツール（厚生労働省）

令和６年の法改正で、事業主に介護離職防止のための措置が義務付け（令和７年４月～）

STEP１～３への対応に当たり、企業の「役割」と「対応すべきこと」を明確化

企業は「働き方・休み方」の相談に対応し、介護の相談は地域包括支援センターやケアマネジャーにつなぐ

STEP１

介護離職防止のための
雇用環境整備（研修等４つの措置から１つ）

STEP２

両立支援制度等の
早期（40歳）の情報提供

STEP３

介護に直面した労働者への
個別の制度周知・意向確認

企業がSTEP１～３を効果的に実施するためのポイント＆様式・資料集を作成！
便利な

記入例つき

企業が両立支援に取り組む際のポイント

①ゴールは社員の就業（キャリア）継続

・ 「介護に専念」すると離職につながる可能性が高くなる

②介護はいつ始まり、いつまで続くか事前にわからない

・ 介護サービスと両立支援制度を活用して就業を継続。
両立支援制度の趣旨を踏まえた利用を促すとともに、
状況にあわせて柔軟に両立体制を調整

③介護は相談しにくい、いつ・何を相談すべきかわからない

・ コミュニケーションの促進、職場風土が重要

④介護支援は多様な事情を抱える社員全体の活躍
促進の一環

・ 働き方見直しにより支え合える社内体制づくり

各種様式・資料集も充実！

✓ 研修用セミナー資料（メモ付き）

✓ 相談窓口の対応時チェックリスト

✓ 「両立支援ガイド」リーフレット

✓ 介護保険制度リーフレット

など

家族介護に直面しても、社員がいきいきと働き続けられる職場を目指しましょう！
支援ツールの詳細は厚生労働省HPをチェック！https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kintou_357340_00001.html

心構え
やるべきこと

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kintou_357340_00001.html
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⑧仕事と治療の両立支援

厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」を踏まえ、選択肢を修正。

大規模Q47．改訂案 中小規模Q20．改訂案

大規模

中小規模
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⑨プレコンセプションケアの認知と取組状況の把握

プレコンセプションケアについての説明として、企業において取組む意義を追加し、具体的に企業で実施している取り組み内容を
確認できるよう設問・選択肢を修正。中小規模法人については、認知を問うアンケートを新設。

大規模Q78/Q79．改訂案（アンケート） 中小規模Q52．新設案（アンケート）

大規模

中小規模
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⑩多様な働き方をする労働者への健康経営の広がり

個人事業者等に対する健康経営の在り方を検討するため、個人事業者等に対する健康支援の状況を問うアンケートを新設。

大規模Q76．新設案（アンケート） 中小規模Q51．新設案（アンケート）

大規模

中小規模



44

参考）多様化する働き方に対する健康支援

正社員以外の労働者比率の増加や副業を始めたとした新たな働き方が登場から、今後の働き方はますます多様化することが想
定される。また、厚生労働省からも雇用の多様化に伴う「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」が策定されており、多
様な就業者に対する健康支援の必要性が高まりつつある。

14.9

57.6

7.0

16.2

4.4

今後の変化予測上昇する 今後の変化予測ほとんど変わらない

今後の変化予測低下する 今後の変化予測わからない

今後の変化予測不明

※令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況

上昇する

低下する

※※厚生労働省：個人事業者等の健康管理に関するガイドラインの策定について

正社員以外の労働者比率の変化（今後の変化予測）※
個人事業者等の健康管理に関するガイドライン

リーフレット※※



45

参考）多様な働き方をする労働者への健康経営の広がり

健康経営の広がりとして、特に社会保険・安全衛生に関する制度・法令の適用外となりやすい個人事業者に着⽬し、健康経営
が個人事業者が健康経営推進企業の支援が受けられるような仕組みとなるよう検討を行う。また、既に一定の制度を独⾃に整
備している事業者については顕彰制度の対象となるように今後検討を行っていく。

制度・法令適用

個人事業者等の分類

5人以上の事業場で働く個人事業者 5人未満事業者で働く個人事業者
雇人がいない個人事業者

（フリーランス等）

健康保険/厚生年金への加入義務 あり* 義務なし 原則加入できない

労災保険の適用 あり あり 加入義務なし

雇用保険の適用 あり あり** 本人は加入不可

定期健康診断の実施義務 あり あり 義務なし

ストレスチェックの実施義務 努力義務3年以内に義務化 努力義務3年以内に義務化 義務なし

長時間労働の制約
（労働基準法の適用）

適用あり 適用あり 適用なし

個人事業者等の働き方別の制度・法令適用の状況

独自に法人並みの制度を整備している個人事業者については、
顕彰制度の対象となるよう認定制度の在り方を検討

健康経営推進企業におけるサプライチェーンの支援の一環として、
個人事業者への健康管理に関する支援を促す仕組みを検討

*農林水産業等一部業種を除く。
**5人未満の労働者を使用する個人経営の農林水産業は強制適用から除外



（２）申請スケジュール 認定フロー図

46

認定フロー図は、以下のとおり。



スケジュール
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「健康経営銘柄2026」及び「健康経営優良法人2026」に係るスケジュールは、以下のとおり。
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３．令和7年度 事務局の活動予定
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申請に関する広報ツールの制作
今年度の調査票/申請書の改訂ポイントについては、8月下旬に公開予定の「申請に関する説明動画」にて詳細を解説予定。
また、昨年度から作成を開始した、中小規模法人向けの申請の手引きについて、R7年度版にアップデートの上、説明動画と同時期にリリース
予定。

今年度の調査票/申請書の概要について、及び昨年度からの変更点や改訂の
ポイントを網羅的に説明。

昨年度版

昨年度版

昨年度の申請において、よくある間違いや申請書記入上
の注意事項等、申請書の記入方法について補足説明
するものです。
また、Q10. 具体的な推進計画（令和6年度申請書の
項番）について、不認定となった事例を提示。
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今年度は、大阪府、愛知県、神奈川県の
3か所で開催予定！

8月の調査回答/申請開始に伴い、全国3か所でセミナーを開催予定。
今年度は、これからはじめて健康経営に申請する法人向けのビギナーコースに加え、継続して申請している法人に向け、今年度の申請のポイ
ントについての説明を盛り込んだアドバンスコースの２種類のセミナーを実施予定。

昨年度版

昨年度版

※セミナー詳細及びお申込み方法は、追ってACTION！健康経営にて
お知らせ予定！

公式ポータルサイト：ACTION!健康経営
https://kenko-keiei.jp/

令和7年度 地方セミナー
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調査回答/申請開始に伴う広報施策

昨年度版

日経新聞紙面等にて、申請が開始したこと
を広く周知するとともに、健康経営に取り組
むことによる効果や健康経営のメリット等が
分かりやすく伝わる企画を立案し、日経新
聞紙面に併せて掲載し、健康経営に取り組
む機運の醸成を図る。

日経新聞紙面等での申請告知企画の実施 健康経営ハンドブックのリリース

ハンドブック（仮）

健康経営をまだご存知ない方（特に中小
企業の経営者）に向けて制作中。
健康経営を知ってもらうこと、具体的にどのよ
うに取り組みを始めるのか等を記載し、始め
るに当たっての心理的ハードルを下げることを
⽬的として制作。
8月下旬頃にリリース予定。



（参考）令和7年度 年間スケジュール
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8月～9月

申請期間
・申請に伴うツール等のリリース、Q＆A公開
・申請開始に伴う各種広報活動の実施
・地方セミナー開催＆ヒアリング実施
・紙面等メディアを通じた各種広報活動を実施
・ハンドブックリリース

等

1月～3月

・認定委員会開催
・認定発表＆公表
・健康経営アワード2026開催
・認定発表に関連し紙面等メディアを通じて広報活動を実施
・FBシート作成＆配布

等

10月～12月

・請求書発行
・申請料徴収
・紙面等メディアを通じた各種広報活動を実施
・「ACTION！健康経営」での事例紹介
・大規模法人向け 健康経営勉強会の開催

等
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